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監修のことば

さわやか福祉財団理事長
堀田　力

　2011年６月及び2012年４月、寄附税制とともに認定NPO法人制度とNPO
法人制度が抜本的に改正された。
　所得税の税額控除などにより寄附を集めやすい環境が整うとともに、認定
NPO法人制度については、取得ルートが一挙に増え、仮認定制度まで新設
され、認定NPO法人等にチャレンジしやすくなった。NPO法人制度につい
ては、所轄庁が地方公共団体へ移行、認証・認定事務も身近な所轄庁で行わ
れるようになるとともに、事務の大幅な簡素化が実現し、NPO法人会計基
準も導入された。これらの改正は、NPO法人の財政基盤を強化し、より活
動しやすく、より社会的信頼性を向上させることを目的としたものである。
　なぜ今回、このような歴史に残る大改正が行われたのであろうか。いくつ
かの要因が考えられる。時系列的にみるとNPO側が毎年熱心に改正するよ
う要望し続けていたこと、政権政党が変わったこと、3.11東日本大震災で
NPO活動の必要性が改めて認識されたこと、NPO議連が復活し各党内で精
力的に調整を図ってくれたこと、などが挙げられる。
　これらの背景にあった共通のキーワードは、“NPOの必要性と期待” であ
るといえる。これまで約46,000余のNPO法人が全国で活発に活動し評価さ
れており、NPOは今や我が国においてはなくてはならない、不可欠な存在
になってきている。しかし、多くの団体が “財政難” と “人材難” に悩まさ
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れている。だから、社会として、市民としてこれらNPOを支えなければな
らない。その環境を整えたのが今回の改正である。NPOの必要性やNPOへ
の期待は、今後さらに高まっていくであろう。
　ただ、今回の大改正はある意味ではツールが整ったにすぎないといえよう。
これらのツールをいかに使うかはNPOに委ねられている。NPOとしては、
これらの道具を積極的に活用し、期待に応える活動をしていく必要がある。
このためにも、引き続き仲間が増えることは、大いに望むところである。
　ところが、改正内容が多岐にわたるため、各所轄庁が出している手引書は、
認定を含めると膨大な量でかつ複雑な内容になっており、設立認証を得た後
の登記や各種届出については簡単にしか触れられていない。
　そこで、今回、法改正にもとづき本書を抜本的に書き直し、あらたに新版
として出版することとした。本書には、執筆者の豊富な経験にもとづいて設
立認証申請～登記申請～各種届出まで貴重なノウハウやポイントがわかりや
すく書かれており、初めてNPO法人を立ち上げる人々が全て “自分たちで
つくれるよう” 極めて実務的な観点からつくり上げている。また、認定
NPO法人についてもあらたな章を設け、基礎知識が習得できるようにして
ある。つまり、全くの初心者でも、本書一冊でNPO法人の立ち上げができる、
いわば “NPO法人設立のバイブル” といってよい。
　NPO法人を起業したい方々が、本書を活用し、悩むことなく効率的に
NPO法人を立ち上げ、各団体がそれぞれのミッションを達成し、もって真
の市民社会が実現することを心から願っている。

2012年12月
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　NPO法は、多様な市民団体に幅広く法人格を与え、その公益活動を促進
するための法人制度として立法化されました（1998年12月１日施行）。

●市民の自由な社会貢献活動を促進するための法律
　NPO法＝特定非営利活動促進法は、その第１条に明記されている通り “特
定非営利活動を行う団体” に対し、簡単・迅速に “法人格を付与すること等”
により、“市民” が行う “自由な社会貢献活動” を促進し、もって “公益の増
進に寄与すること” を目的としてつくられました。
　任意団体［注1］として活動上のさまざまな制約を受けてきたNPO［注2］の、
長年の要望や提案を受けて実現したもので、特に、1995年１月の阪神淡路
大震災での市民団体の自発的で迅速な活動が注目され、立法化につながりま
した。

●市民団体と国会議員が一緒につくった法律
　NPO法は、各党がつくった独自の法案をもとに、練り上げられ完成した
超党派の議員立法であり、さらに各分野の市民団体と数多くの意見交換を重
ね、その意見を反映してできた極めて特筆すべき法律です。市民団体と国会
議員とが共同でつくった、画期的な法律ということができるでしょう。

　その後NPO法については数回改正されたものの、独自の大幅改正は2012
年４月になされました。
　一方、NPO法人に対する支援税制については、NPO法施行時の附帯決議
にもとづき、2001年10月１日に税制上の優遇措置を盛り込んだ「認定NPO
法人制度」ができました。しかし、その後、毎年のように改正されたものの
依然として認定基準などが厳しく［注3］、やっと2011年６月30日及び2012年
４月１日の2段階で大幅な改正が実現されました。

NPO法により
市民活動の可能性が広がった1



11第１章　［概要］自分たちのココロザシを実現するためのNPO

［注１］任意団体とは、法律上の公の団体と実際上は同じ目的を持ちながら、要件や手続き
が不備のため法人格がなく、法律の保護を受けられない私的団体のことをいいます。「権
利能力なき社団」ともいわれます（税法上では、任意団体のうち代表者または管理人の
定めがあるものについて、「人格のない社団等」といい、法人とみなしています）。

［注２］NPOとは、Non Profit Organizationの略語で非営利組織のことをいいます。Non 
Profit（非営利）とは、剰余金・利益を構成員に分配しないことを意味します。運営に
必要な職員の人件費や事務所の賃借料などの管理費は、必要経費であり、剰余金・利益
の分配にはあたりません。したがって、広義に解釈すれば公益法人から市民団体まで入
りますが、一般的にはNPO法人を中心とした市民団体のことをいいます。
　また、NGOとは、Non Governmental Organizationの略語で国連の場で政府組織と区
分するための言葉でしたが、今では広く貧困、飢餓、平和、人道、環境などに関し国際
畑で活動する民間組織のことを指します。NGOも非営利の民間団体ですので、活動の
舞台を除いてはNPOと根本的な差はなく、NPOの一つといえます。

［注３］認定NPO法人の認定数は、2012年7月1日現在264法人（全て国税庁認定）で、
全体の0.6％弱にすぎません（2012年6月30日現在のNPO法人認証数45,757法人）。
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　NPO法人とは、NPO法にもとづき設立される法人をいい、他の法人格と
比べ市民の自発性を活かした社会貢献型事業を行うのに優れています。

●誰でも簡単に設立できる
　NPO法人は、所轄庁の認証を得れば、誰でも簡単に設立することができ、
資本金・基金や費用も法的には必要ありません。
　認証主義とは、準則（届出）主義に近い認可主義のことであり、法律に設
立要件を明文化し、その要件に適合していれば必ず法人の設立を認めなけれ
ばならないとするものです。
　所轄庁は “手続き・書類が法定要件に適合しているか” を “確認” し、“証
明” するのみで、行政の裁量を極力排除するようにしてあります。　

●市民の自発性を活かしやすい
　NPO法人には、広範な情報公開制度が設けられています［注1］。NPO法人は、
自ら情報を公開することにより市民の信頼を得て、市民により育てられるべ
きとの考え方にもとづくものです。つまり、行政の恣意的判断を排除する一
方で、市民によるチェック、緩やかな監視あるいはそれによる法人の自浄作
用による是正などが期待されています。
　NPO法人は、どうして法人格が簡単に取得でき、行政からの関与が少な
く［注2］、運営上も緩やかで、さらに後述する「認定NPO法人」になると公
益法人並みの税制優遇を受けることが可能になったのでしょうか。
　NPO法人は、社会のあらたな担い手として大きく期待され、市民の自発
的で自由な活動を保障するために、法人運営の自主性・自律性が尊重されて
いるからです。多様化、複雑化する社会の諸問題の解決のために、市民活動
はなくてはならない位置付けになってきているのです。
　したがって、NPO法人としては、逆に自発的・自主的・自律的に非営利

誰でも簡単に設立できる
NPO法人2
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活動を行い、公益の増進に寄与する “責務” があると解釈すべきでしょう。
［注1］NPO法人の情報公開制度については、Ｐ19～20頁を参照して下さい。
［注2］次のような場合、所轄庁が法人監督者として対応します。

① 　法令、法令に基づく行政庁の処分又は定款（以下、‘法令等’ という）に違反する疑
いがあるとき
　→報告徴収・立入検査（NPO法41条１項）
② 　一定の法人設立要件を欠いたとき、法令等に違反したとき、運営が著しく適正を欠
いたとき

　→改善命令（NPO法42条）
③ 　改善命令に違反し他の方法で監督できないとき、事業報告書等を３年以上提出しな
かったとき、法令違反し改善命令では期待できず他の方法でも監督できないとき

　→認証取消し（NPO法43条1・2項）
　 　なお、認証取消しの場合は、当該NPO法人の請求にもとづき原則公開で「聴

ちょう
聞
もん
」し、

決定する前に関係人に対し意見を述べる機会を与えることになっています。
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　NPO法人になるためには、目的・社員・役員などに関する9項目の要件
を満たす必要があります（NPO法12条）。

［目的に関すること］
（1）特定非営利活動を行うことを主たる目的とすること（NPO法２条２項）
　特定非営利活動とは、次の①と②の両方にあてはまる活動のことをいいま
す（NPO法２条１項）。
①　次の20分野のいずれかに該当する活動であること（NPO法２条１項別
表）［注］

　１　保健、医療又は福祉の増進を図る活動
　２　社会教育の推進を図る活動
　３　まちづくりの推進を図る活動
　４　観光の振興を図る活動
　５　農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動
　６　学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動
　７　環境の保全を図る活動
　８　災害救援活動
　９　地域安全活動
　10　人権の擁護又は平和の推進を図る活動
　11　国際協力の活動
　12　男女共同参画社会の形成の促進を図る活動
　13　子どもの健全育成を図る活動
　14　情報化社会の発展を図る活動
　15　科学技術の振興を図る活動
　16　経済活動の活性化を図る活動
　17　職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

NPO法人の設立要件を
知っておこう3
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　18　消費者の保護を図る活動
　19 　前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又

は援助の活動
　20 　前各号に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例

で定める活動
［注］NPO法が対象とする団体は、非営利活動全てではなく、法定された20分野の

非営利活動を行う団体に制限されていますので、単に “非営利活動” でなく “特定
非営利活動” となっています。

②　不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とすること
（NPO法２条１項）
　“不特定かつ多数のものの利益” とは、利益を受ける者が特定されない
多数の人の利益、つまり社会全体の利益（公益）を意味します。特定の個
人・法人その他の団体の利益（私益）や構成員相互の利益（共益）は、“不
特定かつ多数のものの利益” とはいえません（NPO法３条１項）。

（2）営利を目的としないこと（NPO法２条２項１号）
　営利を目的としない、つまり非営利とは、活動に伴い剰余金・利益が生じ
ても構成員（役員・社員）に分配しないということです。また、特定非営利
活動に係る事業に支障のない限り、特定非営利活動に係る事業以外の事業（以
下、‘その他の事業’ という）として利益を目的とした事業を行うこともでき
ます。ただし、利益を生じたときは、本来事業である特定非営利活動に係る
事業のために使用しなければなりません（NPO法5条1項）。

（3）宗教活動を主たる目的としないこと（NPO法２条２項２号イ）
　宗教活動とは、施設の有無を問わず宗教の教義を広め、儀式行事を行い、
信者を教化育成することをいいます。

（4）政治活動を主たる目的としないこと（NPO法２条２項２号ロ）
　政治活動とは、政治上の主義つまり特定のイデオロギーを推進し、支持し、


